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これまでの新潟県の歩み１ これまでの歩み

年度 実施内容

R7～ 共同利用開始

R6
文部科学省実証事業
連絡協議会
ワーキング（要件定義）

R5

連絡協議会
市町村ヒアリング
意見聴取、Q&A
Web会議
RFI（３回）
方針提案、他県調査



4社の異なるベンダーにより提供

教員は人事異動に伴い新たなICT環境や業務フローに対応しなければなら
ず、その負担が大きい。

市町村ごとに独自にカスタマイズされている

転校や進学時に児童生徒データの引き渡しが困難なケースがあり、データ
を有効活用できない。

未整備4自治体

システムを利用した校務処理が行えない

学校のネットワークが学習系と校務系で分離

円滑なデータのやり取りができず、データを活かした教育の高度化に繋げ
ることができない。

１ これまでの歩み



１ これまでの歩み

令和８年度導入前（令和５年度末）

状況 自治体数

自治体
独自

23
（４社）

Ｒ６
導入

３

未導入 ４

状況 自治体数

共同
利用

13

自治体
独自

17
（Ｒ９予定：８）

未導入 0

・Ｒ６実証事業→12自治体（未導入３自治体を含む）
・Ｒ７構築 → １自治体（未導入１自治体）



6

◼ 業務の見直しによる業務効率化
アプリで欠席等の登録

データ連携による
手入力の徹底的な削減

校務支援システム

保護者

データ蓄積・連携

保護者連絡システム

学校等欠席者
・感染症情報システム

教職員

出席簿/通知表等

出欠状況の確認
出席簿の自動作成

文書管理ルールの
見直し

◼ 有事を想定した業務継続性の確保
(ロケーションフリーによる働き方の柔軟化)

学校
自宅等校外パブリッククラウド上のシステム

◼ 県全体でのデータの標準化による異動時等の負荷軽減

帳票類の様式や蓄積データ統一

設置者をまたぐ
異動の負担軽減

共通校務支援システム

設置者Ａ 設置者B

転校・進学時の
データ移行

児童生徒 教職員

◼ データ一元化による見取りや指導・支援の質向上

データ蓄積・連携
校務支援システム教職員

気付き・所見等

授業振り返り
心の健康観察等

児童生徒

児童生徒の多面的な理解に基づく指導・支援

児童生徒

個に最適な指導・支援の享受

◼ 校務系データ×学習系データを活用した業務の高度化

校務系データ

学習系データ

成績評定
保健室利用状況等

学習記録
心の健康観察 等

ダッシュボード

データ蓄積・統合 可視化・分析 業務最適化

＋
教職員

学校内でのデータ共有
データに基づく指導

教育委員会

必要な支援の気付き

校務系・学習系データの統合と可視化

働き方改革観点 データ連携観点

レジリエンス観点

教職員

２ 実現したかったこと、実現したこと



３ GIGAスクール構想の下での校務DXチェックリストに見られる変化

各校の肯定的回答が顕著だった項目

① 教職員個人メールアドレスの付与・利用

② 欠席・遅刻連絡のクラウド活用

③ CBTの活用

④ 保護者アンケートのクラウド活用

⑤ 学校徴収金のオンライン化

⑥ 職員会議等の資料のペーパーレス化



３ GIGAスクール構想の下での校務DXチェックリストに見られる変化

①教職員個人メールアドレスの付与・利用

85
96.8

58.3

15
3.2

41.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R7全国

R7_13自治体

R6_13自治体

付与されている 付与されていない

○○@edu-Niigata.ed.jp

メールアドレス

教材等の個人データ

メールの履歴データ

※セキュリティポリシーで範囲を制限

県共通ドメイン



３ GIGAスクール構想の下での校務DXチェックリストに見られる変化

②欠席・遅刻連絡のクラウド活用

55.5
61.1

43.3

28.7
24.6

28.3

3.7
0.8

2.4

12.1
13.5

26

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R7全国

R7_13自治体

R6_13自治体

完全にデジタル化している 一部している（半分以上） 一部している（半分未満） 全くしていない

転記あり
９００００×1分＝１５００時間

転記なし
９００００×10秒＝250時間

８時間/校の削減



３ GIGAスクール構想の下での校務DXチェックリストに見られる変化

③CBTの活用
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R7全国

R7_13自治体

R6_13自治体

取り入れている 取り入れていない

次世代校務DX環境と関連した情報を持ち合わせておらず…
今後情報収集を進めていきます。



３ GIGAスクール構想の下での校務DXチェックリストに見られる変化

④-1 保護者アンケートのクラウド活用

29.4
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18.9
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④-2 児童生徒アンケートのクラウド活用
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11.9
8.7
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３ GIGAスクール構想の下での校務DXチェックリストに見られる変化

⑤学校徴収金のオンライン化

45
51.6

44.9

35.6
38.1
48.8

7.2
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2.4

12.2
4.8
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項目 割合（％） 項目 割合（％）

口座振替 83.1 インターネットバンキング 26.3

校務支援システム機能 7.3 コード決済システム 4.2

集金代行サービス 1.3 公費負担 2.1



令和７年度

新潟県学校ICT環境整備推進協議会

次世代の校務デジタル化推進
連絡協議会

１人１台端末共同調達部会
（GIGAスクール運営支援センター）

共同利用
WG

データ
利活用WG

システム
連携WG

令和８年度

新潟県学校ICT環境整備推進協議会

次世代の校務
DX推進部会

１人１台端末
共同調達部会

・新潟県学校ICT環境整備推進協議会に内包する会議体とする。
・１人１台端末共同調達部会と連動して「校務DX計画（自治体HPで公表中）」の推進を図る。

３ GIGAスクール構想の下での校務DXチェックリストに見られる変化



３ GIGAスクール構想の下での校務DXチェックリストに見られる変化

⑥職員会議等の資料のペーパーレス化
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４ 次世代校務DXに向けて

教員の柔軟な働き方を実現

従来の環境
（アクセスは職員室）

場所の制限
持ち出しのリスク

次世代校務DX環境
（いつでも、どこでも、安全に）

学校 出張先 在宅勤務

場所を選ばず、安全に同一環境にアクセス

認証基盤（ID・アクセス制御・多要素認証）



４ 次世代校務DXに向けて

表簿等の原本デジタル化（例：指導要領）

保管スペースの縮減、検索性の向上、データの活用

小学校

児童情報登録

指導要録保存

進学処理

中学校

生徒情報登録（引継）

指導要録保存

卒業処理

卒業後の長期保存は紙
高校へ送付する写しは紙

原本はシステム上に保存
卒業後の長期保存は紙



４ 次世代校務DXに向けて

休暇申請イメージ

データを出力

異動先に引継ぎ
申請 確認 承認

旅費申請イメージ

派遣依頼

データを出力

申請 確認 承認

出張情報登録

申請 確認 承認

休暇簿、出張命令簿をデジタル化
（データで管理）



４ 次世代校務DXに向けて デジタルドリル活用型にいがた版リーディングスクール実証事業

安心して使える
環境整備

活用スキルの習熟

学習データの蓄積・活用

データを根拠とした授業改善、教育の質の向上



５ まとめ

運用開始段階の成果

欠席連絡のデジタル化や保護者対応の効率化など具体的な業務の変化が

数値で確認できる。

デジタル化が難しい項目

FAXや押印など、必要な範囲で使用せざるを得ない。

次の段階への展望

表簿の原本デジタル化や服務管理のデジタル化、業務フローの提案により、

目指す方向性を示していく。

DXの本質

構築・導入ではなく、学校の仕事の在り方を変えること、

デジタル化によって蓄積されたデータを活用し、教育の質を向上させていく。
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